
第 2 章 調査結果 
 
１． 回答企業 
(1)業態別分布 
 今回のアンケート回答企業 412 社の業態別分布は企業数の多い順に次の通りである。 
①スーパー          87 社       ⑬時計・めがね    ９社 
②コンビニ・ミニスーパー   45 社       ⑬スポーツ用品    ９社 
③百貨店           43 社       ⑬宝飾品       ９社 
④生活協同組合        28 社       ⑰楽器･CD      ８社 
⑤婦人服・子供服       26 社       ⑱生鮮        ７社 
⑥医療品           25 社       ⑲酒類        ６社 
⑦ホームセンター・カー用品  20 社       ⑳服飾・服飾雑貨   5 社 
⑧書籍・文具         16 社       （以上、5 社以上。この他に 
⑨家電製品          11 社       呉服・家具・カメラ各４社、 
⑨靴             11 社       カジュアル衣料３社、100 円 
⑪総合ディスカウント     10 社       ショップ２社、玩具・ホビー 
⑪その他専門店        10 社       1 社） 
⑬紳士服           ９社 

 
(2)店舗数・年商・決算月の分布 
 回答企業の展開している店舗数は、直近決算年度で「5 店舗以下」および｢11～30 店舗｣

が各々81 社（各 19.7％）。一方、「101 店舗以上」とするものが 72 社（17.5％）、「51～100
店舗」が 64 社（15.5％）となっており、幅広く分布している。（コンビニ・ミニスーパー

の平均 835.6 店舗などが含まれるため、店舗数の平均は大きい意味を持たない。） 
年商の単純平均は 5 億 9005 万円、決算月の分布は 2 月 131 件、3 月 113 件で全体の約 6
割を占める。         
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(3)男女別内訳 
確保した万引犯の男女別内訳は、回答企業で確保した万引犯の実数合計男性 28315 人、

女性 21582 人、性別不明 1245 人の構成比で見ると、男性 55.4％、女性 42.2％、性別不明

2.4％である。 
 業態別には、スポーツ用品、家電製品、楽器・CD、書籍・文具、生鮮、酒類、ホームセ

ンター・カー用品、コンビニ・ミニスーパー、紳士服でこの順に男性比率が高く、一方、

服飾・服飾雑貨、婦人・子供服、医療品、百貨店、その他専門店、生活協同組合、総合デ

ィスカウント、スーパーでこの順に女性比率が高い。来店客数そのものの男女比率を反映

しているものと考えられる。 
 
(4)職業別内訳 
 同様に、確保した万引犯の職業別内訳は、「無職」の 24.1％を筆頭に、「主婦」(21.6％)、
「社会人」(15.6％)、「高校生」(11.8％)、「中学生」（9.2％）、「不明」（7.7％）、「小学生」（4.4％）、

「その他」(3.31％)の順。「未就学児」(0.2％)、「小学生」、「中学生」、「高校生」を合わせた

「青少年」は 25.6％と計算される。 
 これを業態別に見ると、楽器・CD、生活協同組合等において「無職」の比率が、また服

飾・服飾雑貨、その他専門店等で「高校生」の比率が、スポーツ用品、宝飾品、婦人・子

供服等で「主婦」の比率が、紳士服、コンビニ・ミニスーパー、百貨店等で「社会人」の

比率が高い。 
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(7)年間総売上げに対する不明ロス金額の構成比 
 回答企業各社の決算年度における年間の不明ロス金額（万引以外の全てのロスを含む）

を直近年度・前年度・前々年度の 3 時点で尋ねた結果は、それぞれの年次で回答企業数が

異なるが、直近年度が 726 万円（回答 205 社）、前年度が 909 万円（回答 167 社）、前々年

度が 1109 万円（回答 138 社）である。 
その年間総売上げに対する構成比については、直近年度が 0.97％（回答 209 社）、前年度

が 0.91％（回答 165 社）、前々年度が 1.10％（回答 142 社）である。 
 これを業態別に見てみると（回答企業 5 社以上の業態に限定）、直近年度では生活協同組

合(3.18％)、書籍・文具（1.77％）、服飾・服飾雑貨（1.54％）、靴（1.39％）、酒（1.37％）、

総合ディスカウント（1.34％）、スーパー(1.23％)、楽器・CD(1.01％)などでの比率が高い。

前年度ではやはり生活協同組合（3.41％）、靴(2.12％)、服飾・服飾雑貨（1.80％）、総合デ

ィスカウント（1.56％）、楽器・CD（1.10％）、スーパー（1.03％）、書籍・文具（0.88％）、

医療品（0.75％）などでの比率が高い。前々年度を見ても、生協、服飾・服飾雑貨、靴、総

合ディスカウント、楽器・CD、スーパー、書籍・文具、ホームセンター･カー用品の順で

あり、業態別傾向はほぼ変わらない。 
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(10)万引被害金額の増減傾向 
 万引被害金額の増減傾向を 1 年前対比、3 年前対比、5 年前対比の 3 時点で比較した結果

は、まず 1 年前対比では「変わらない」とするものが 26.7％で最も多い。1 年前に関して

は、「やや増えた」と「大変増えた」を合わせた「増加」が 28.0％、「やや減った」と「大

変減った」を合わせた「減少」が 17.0％である。 
 業態別には医療品（増加 60.0％）、時計・めがね（増加 55.5％）、総合ディスカウント、

書籍・文具（各々増加 50.0％）などで増加したとするものが多い。 
 次に 3 年前対比では「やや増えた」とするものが 21.6％で最も多い。次いで「変わらな

い」の 18.4％である。3 年前に関しては、増加が合わせて 30.1％、減少が合わせて 17.0％
である。 
 業態別には医療品（増加 80.0％）、楽器・ＣＤ（62.5％）、書籍・文具（56.3％）、時計・

めがね(44.4％)などで増加したとするものが多い。 
 さらに 5 年前対比では、最も多いのは「やや増えた」とするものと「わからない」とす

るものが 15.8％で同数であり、次いで「変わらない」の 14.8％である。5 年前に関しては、

増加 29.4％、減少 17.5％である。 
 業態別には医療品（76.0％）、書籍・文具（68.8％）、楽器・CD（50.0％）、家電製品（45.5％）、

時計・めがね（44.4％）である。 
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(11)万引被害件数の多い商品 
 回答企業で万引被害件数の最も多い商品は、回答企業の属している業態の取り扱い商品

であり、「高額品」、「商品形状がコンパクト」、「商品管理が手薄勝ち」、「中古市場が存在す

る」といった特徴が見られる。 
 例示すれば、医療品（ドラッグストア）の「高級化粧品」（特定ブランド名を示した回答

が多い）、ホームセンター・カー用品の「電動工具」（同様）、書籍・文具の「コミック」、 
楽器・ＣＤの「ＤＶＤソフト」、コンビニ・ミニスーパーの「ガム類」、スーパーの「靴下」

などである。 
 
(12)最近の万引犯罪の原因 
 各社が最近の万引犯罪の原因と考えるものについて複数回答で尋ねた結果は、「万引に対

する犯罪意識の欠落」が 68.9％と、ほぼ 3 社に 2 社までが挙げている。次いで「店舗の大

型化による従業者 1 人当たりの守備範囲の拡大」52.2％、「従業者の防犯意識の低下（パー

ト比率の増加等による）」30.1％、「失業者の増加など長引く経済不況」28.2％、「中古ショ

ップの増加」18.7％、「遊興費欲しさ（パチンコ・ゲームセンターなど）」18.2％、「インタ

ーネットオークションの出現」17.0％の順となっている。 
 業態別に大きな違いが見られ、ホームセンター・カー用品、百貨店、家電製品、靴では

「店舗の大型化」がトップとなっている。また、書籍・文具では「中古ショップの増加」

を挙げるものが 16 社中 15 社(93.8％)までを占めている。その他、楽器・CD（87.5％）、ス

ポーツ用品（66.7％）でも「中古ショップの増加」を挙げるものの比率が高い。また、家電

製品（63.6％）、スポーツ用品(55.6％)等で「インターネットオークションの出現」を挙げ

るものの比率が高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 








